
1 
 

市川市宅地開発事業に係る手続及び基準等に関する条例 抜粋 

 

（公益的施設の整備基準） 

第２３条 事業者は、事業区域内に居住する者等の利便の増進が図られるよう

に公益的施設を整備するものとし、当該公益的施設については、それぞれ別

表第４に定める基準に従って整備するものとする。 

 

別表第４（第２３条関係） 

３ 自動車駐車場の整備基準 

(1) 台数 

 ア 集合住宅（イの集合住宅を除く。）の建築を目的とする条例適用事業を施

行する事業者は、次に掲げる予定建築物等の住戸の区分に応じ、それぞれ次

に定める数を合算した数（その数に１未満の端数があるときは、これを１に

切り上げるものとする。）の台数以上の自動車駐車場を整備すること。ただし、

予定建築物等の住戸数が１１戸未満であり、かつ、事業区域の面積が５００

平方メートル未満であるときは、この限りでない。 
 

(ｱ) 専有部分の床面積が３５平方メートル以上の住戸 予定建築物等の当該住

戸の数に事業区域の面積及び事業区域に係る用途地域の区分に応じて次に定

める割合を乗じて得た数 

事業区域の面積 
事業区域に係る用途地域 

近隣商業地域又は商業地

域 
近隣商業地域及び商業

地域以外の用途地域 
３００平方メートル未

満 
２０パーセント ２０パーセント 

３００平方メートル以

上５００平方メートル

未満 
２５パーセント ３５パーセント 

５００平方メートル以

上 
３０パーセント ５０パーセント 
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(ｲ) 専有部分の床面積が３５平方メートル未満の住戸 事業区域の面積及び事

業区域に係る用途地域の区分に応じて次に定める数 

事業区域の面積 
事業区域に係る用途地域 

近隣商業地域又は商業地

域 
近隣商業地域及び商業

地域以外の用途地域 
 
 
 
 
 
３００平方メートル未

満 

 
 
 
 
 
１ 

 

予定建築物等の住戸（専

有部分の床面積が３５

平方メートル未満のも

のに限る。以下この表に

おいて同じ。）の数に１

０パーセントを乗じて

得た数（規則で定める駅

から１キロメートルの

範囲内の地域（以下この 
  表において「特定駅周辺

地域」という。）内にあ

っては、１） 
 
３００平方メートル以

上５００平方メートル

未満 

予定建築物等の住戸の数

に５パーセントを乗じて

得た数 

予定建築物等の住戸の

数に１５パーセント（特

定駅周辺地域内にあっ

ては、５パーセント）を

乗じて得た数 

５００平方メートル以

上 
予定建築物等の住戸の数

に１０パーセントを乗じ

て得た数 

予定建築物等の住戸の

数に２０パーセント（特

定駅周辺地域内にあっ

ては、１０パーセント）

を乗じて得た数 
 

イ 全ての住戸の専有部分の床面積が３５平方メートル未満である学生寮、社

員寮その他の単身者用の集合住宅であって、自動車を所有する者の入居を制

限する等その性質上自動車の駐車需要を発生させないと認められるものの建

築を目的とする条例適用事業を施行する事業者は、１台以上の自動車を駐車

することができる自動車駐車場を整備すること。 

ウ ア及びイに該当しない建築物の建築を目的とする条例適用事業を施行する
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事業者は、当該建築物の用途等を勘案して市長が別に定める基準により自動

車駐車場を整備すること。 

(2) 場所 

自動車駐車場は、事業区域内に整備すること。ただし、事業区域の形状、

周辺の状況等を勘案して、市長が特に支障がないと認めるときは、この限り

でない。 

(3) 自動車１台当たりの区画   

縦５.０メートル、横２.３メートルを標準とすること。 

(4) その他 

自動車駐車場の整備に関する技術的細目については、市長が別に定める。 
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市川市宅地開発事業に係る手続及び基準等に関する条例施行規則 抜粋 

 

(自動車駐車場の整備基準における特定駅周辺地域に係る駅)  

第24 条 条例別表第4第3項第1号ア(ｲ)の表の規則で定める駅は、東日本旅客鉄

道株式会社市川駅及び本八幡駅並びに東京地下鉄株式会社妙典駅、行徳駅及び

南行徳駅とする。  

 

附 則  

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。ただし、第２１条第２号イの

改正規定及び同号ウの改正規定は、公布の日から施行する。 
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自動車駐車場整備に関する基準細則 
 

交通計画課 
 
（趣旨） 

第１ この細則は、市川市宅地開発事業に係る手続及び基準等に関する条例（平成１３年条

例第３５号。以下「条例」という。）別表第４（第２３条関係。以下「条例別表」とい

う。）第３項第１号ウ、同項第２号及び同項第４号の規定に基づき、「自動車駐車場の整

備基準」に関する技術的細目その他の運用基準を定めるものとする。 
 
（用語の定義） 

第２ この細則において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるものとする。 
（1）特定用途    駐車場法施行令（昭和３２年政令第３４０号）第１８条に規定す

る用途（劇場、映画館、演芸場、観覧場、放送用スタジオ、公会堂、

集会場、展示場、結婚式場、斎場、旅館、ホテル、料理店、飲食店、

待合、キヤバレー、カフエー、ナイトクラブ、バー、舞踏場、遊技場、

ボーリング場、体育館、百貨店その他の店舗、事務所、病院、卸売市

場、倉庫及び工場）及びこれらに類した用途であって、駐車場を整備

するにあたりこれらと同様に考えることが適当な用途をいう。 
（2）非特定用途    特定用途以外の用途をいう。 
（3）協議台数    駐車需要の発生の程度について、来客・来訪者数、荷さばき用の

駐車場所の要否等、建築物の使用の実態を勘案して見込んだ必要台数

をもとに、本市と協議した台数をいう。 
 

（技術的細目・運用基準） 

第３  

１ 条例別表第 4第 3項第 1号アについては、次のとおり運用する。 

(1) 事業区域が２つ以上の用途地域に跨っている場合は、最も多い面積の用途地域を事

業区域の用途地域として、自動車駐車場の整備台数を算出するものとする。  

(2) 専有部分の床面積が３５㎡未満の住戸と３５㎡以上の住戸とが混在するときの整備

台数は、各別に算出した数を合計した数（その数に１未満の端数があるときは、これを

1に切り上げるものとする。）の台数以上とする。 

(3) 事業者は、必要に応じて、自動二輪車（排気量 50ｃｃを超えるもので側車付のもの

を除く。以下同じ。）の駐車施設を整備するよう努めるものとする。 
 
２ 条例別表第 4 第 3 項第 1 号イに該当する建築物は、次のとおりとする。 
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（1）「全ての住戸の専有部分の床面積が 35 ㎡未満である学生寮、社員寮その他の単身者用

の集合住宅」とは、建物の住戸部分の全ての住戸の専有部分の床面積が 35 ㎡未満であ

って、その用途が学生寮、社員寮、一括管理された寄宿舎、週契約・月契約のように短

期間の契約を目的とした賃貸住宅、学生専用の単身用の集合住宅をいう。 
（2）「自動車の所有を制限する等その性質上自動車の駐車需要を発生させないと認められ

るもの」とは、住戸の使用に当たり、賃貸借契約、管理規約等で自動車の持ち込みを禁

止する旨の制限を課し、かつ、これらの制限及び用途を容易に変更しないものをいう。 
 
３  条例別表第 4 第 3 項第 1 号ウに該当する建築物の整備基準は、次のとおりとする。

ただし、事業区域の面積が 500 ㎡未満であるときはこの限りでないが、荷さばき等の

ために有効な停車場所を１台分以上確保するよう努めるものとする。 
（1）住宅を除く用途の建築物の整備台数 

区 分 特 定 用 途 住宅以外の非特定用途 

用 途 店舗 事務所等 工場・倉庫 （学校・福祉施設等） 

基準台数 延床面積／

１５０㎡ 

延床面積／

２００㎡ 

 

協議台数 

 

延床面積／４５０㎡ 

・ 延床面積に、駐車場、駐輪場及びこれらのための車路に供する部分の面積が含まれ

るときは、当該面積を控除することができる。 
・ 観覧場にあっては、屋外観覧席に供する部分の面積を延床面積に含むものとする。 
・ 延床面積が 10,000 ㎡を超える事務所等の用途の場合、次の表の上段に掲げる床面

積の部分ごとに下段に掲げる調整率を乗じて得た面積を合計した面積を、当該用途

に供する部分の延床面積とみなして整備台数を算出することができる。 
床面積

の部分 

1 万㎡を超え 5 万㎡

までの部分 

5 万㎡を超え 10 万㎡

までの部分 

10万㎡を超える

部分 

調整率 ０．７ ０．６ ０．５ 

・ 集合住宅以外の用途の建築物であって、鉄道駅からの距離その他の事情を総合的に

考慮して自動車の駐車需要を発生させる程度が低いと市長が認めたものについて

は、当該建築物の延床面積に 0.7 を乗じた面積を当該用途に供する部分の延床面積

とみなして整備台数を算出することができる。 
 (2) 福祉施設（高齢者等の福祉を目的とした住宅、老人ホーム、身体障害者福祉ホーム、

老人福祉センタ－、保育所、児童厚生施設等をいう。）、公共・公益性の高い施設、学校等

の用途に供する建築物であって、管理運営にあたり駐車需要の発生を制限できる場合の整

備台数は、協議によることができる。この場合において、事業区域内に荷さばき等のため

に有効な停車場所を 1台分以上確保しなければならない。 
 
（3）荷さばきのための駐車施設の台数 
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敷地面積が 1,000 ㎡以上であり、かつ、次の表の左欄に掲げる用途に供される延床面

積が 2,000 ㎡を超える特定用途の建築物については、荷さばきのための駐車施設として、

次に掲げる計算式により算出した台数以上を整備しなければならない。この場合において、

当該荷さばきのための駐車施設の整備台数は、第３の３（1）のうち工場・倉庫を除く特

定用途については、算出された台数に含めることができる。 
用途の種類 基準台数 

百貨店その他の店舗 

事務所 

工場・倉庫 

その他の特定用途 

延床面積／3,000 ㎡ 

延床面積／5,000 ㎡ 

延床面積／1,500 ㎡ 

延床面積／4,000 ㎡ 

・  延床面積が 2,000㎡を超えて 6,000㎡未満の場合 

算出したそれぞれの台数（複合用途の場合は用途ごとに算出した基準台数の合計の

台数。）に、次に掲げる式により算出して得た数値を乗じて得た数（その数に１未

満の端数があるときは、これを１に切り上げるものとする。）まで緩和することが

できる。 

   6,000 ㎡－建築物の延床面積            

        ２×建築物の延床面積 

・  延床面積が 10,000㎡を超える事務所の用途の場合 

次の表の上段に掲げる床面積の部分ごとに下段に掲げる調整率を乗じて得た面積

を合計した面積を、当該用途に供する部分の延床面積とみなして整備台数を算出す

ることができる。 

 
 

 

 

(4) 複数の用途からなる建築物の整備台数は、用途ごとに算出した数（その数に１未満の

端数があるときは、これを１に切り上げる。）の合計以上の台数とする。ただし、住宅

以外の用途で小規模のものが複合する場合は、管理計画等による協議の上、協議台数と

することができる。 

(5) 車いす利用者のための駐車施設 

  住宅・事務所・倉庫及び工場を除く用途で、延床面積が 1,000㎡を超える建築物につ

いては、車いす使用者のための駐車施設として、少なくとも 1台は確保しなければなら

ない。この場合、第３の３（１）で算出された台数に含めることができる。 

(6) 自動二輪車の駐車施設 

自動二輪車の駐車施設については、建築物の用途ごとに、必要に応じて整備するよう

努めるものとする。 

床 面 積

の部分 

1 万㎡を超え 5 万㎡

以下の部分 

5 万㎡を超え 10 万㎡

以下の部分 

10 万㎡を超える

部分 

調整率 ０．７ ０．６ ０．５ 

１ －
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４ 条例別表第４第３項（２）ただし書により、自動車駐車場を事業区域外に整備するこ

とができる場合等の基準（以下「駐車場附置の特例」という。）は、次のとおりとする。  

(1) アに掲げる適用事由のいずれかに該当し、かつ、イに規定する場所に設置するときは、

当該事業区域外に設置された自動車駐車場（以下「隔地駐車場」という。）に係る整備台

数を、事業区域内に整備したものとみなす。ただし、この場合においても、事業区域内

に、原則として１台分以上の駐車場を確保しなければならない。 

 

ア. 適用事由 

① 事業区域の間口が狭小（9.0ｍ以下）の場合 

② 事業区域の面積が 500 ㎡未満で、かつ敷地形状が不整形等により効率的な土地   

利用が図れない場合 

③ 既設の構造物との関連で、柱や梁の位置を変更できない場合（例、鉄道の高架下、

改築・増築・移築・用途変更等） 

④ 近隣の建築物と共同で駐車場を設置することが合理的であると認められる場合 

⑤ 事業区域又はその前面道路が商業地域・近隣商業地域・駐車場整備地区である場

合 

⑥ 現況車道幅員が狭く（道路幅員が４ｍ未満）、駐車場を設けることにより自転車・

歩行者の通行に支障を与える場合 

         4.0 m 未満        道 路        4.0 m未満   

 

 

 

 

  

⑦ 幹線道路（国道・県道等）に面している、又は事業区域が交通の輻輳する交差点

付近にある場合。ただし、道路構造令（昭和４５年政令第３２０号）第２条第１

１号に規定する副道に面している場合は除く。 

⑧ その他やむを得ない理由により事業区域内に整備台数分の駐車場を設置すること

が困難であり、特に支障が無いと市長が認める場合 

イ.  設置場所 

事業区域から、概ね 300ｍ以内の場所で、次項に定める整備基準を満たすもので

あること。 

ウ． 駐車附置の特例を受ける者は、継続して隔地駐車場を確保するものとする。ま

た、建築物の所有者・管理者が変更した場合は、新しい所有者・管理者に隔地駐車

場の維持についての責任を継承させなければならない。  
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（2） 「駐車附置の特例」を受けようとする者は、建築物の概要がわかる図書（位置図、

土地利用計画図、建築物の用途・計画戸数・店舗面積等がわかる図書）に基づき事前

の相談を行うものとする。 

 

５ 駐車施設１台あたりの規模は、次のとおりとする。（機械式駐車場を除く） 

事業区域内における駐車場の整備台数のうち、２割までは軽自動車の駐車場とする

ことができる。ただし、事業区域の面積が 500㎡未満かつ事業区域内の整備台数が２

台以上となる場合は、1台は軽自動車の駐車場とすることができる。 

（1） 標準駐車施設の規模 

幅 2.3ｍ、奥行 5.0ｍを標準とする。高さは 2.1ｍ以上とする。 

（2） 軽自動車の駐車施設の規模 

幅 2.0ｍ以上、奥行 3.6ｍ以上、高さ 2.1ｍ以上とする。 

(3)  荷さばきのための駐車施設の規模 

幅 3.0ｍ以上、奥行 7.7ｍ以上、高さ 3.0ｍ以上とする。 

(4)   車いす利用者のための駐車施設の規模 

幅 3.5ｍ以上、奥行は原則 6.0ｍ以上とする。 

   (5)   自動二輪車の駐車施設の規模 

      幅 1.0ｍ以上、奥行 2.3ｍ以上とする。 

 

６ 構造については、次のとおりとする。 

（1） 自動車駐車場の配置については、他の車を移動することなしに安全かつ円滑に建 

築敷地内外に出入りできるものとする。また、１台ごとに区画標示をすること。 

 

（例）縦列駐車の場合 

                               

                               2.0ｍ以上 

           

 

                                  

                               2.0ｍ以上 

 

 

（2） 建築敷地内の車路幅は、相互通行の場合は 4.0ｍ以上、一方通行にする場合は、

2.5ｍ以上とする。ただし、相互通行の場合でも建築敷地内の適切な場所に車のすれ

違いができるスペースを確保し、出入り口の幅を 4.0ｍ以上確保する場合は、2.5ｍ

まで緩和することができる。 
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（3） 機械式駐車場を使用する場合は、近隣住民に配慮した配置に努めるとともに近隣

住民等に十分説明し、駐車場法施行令 15条の規定により認定されたものを用いるも

のとする。また、操作の際に、路上に停車をする事なく操作するようにしなければ

ならない。 

 （4） 事業区域内で自動車の向きを変えることができるように努めるものとする。 

 

（提出図書） 

第４ 協議を申し出る者は、次の図書を提出するものとする。 

（＊印の図書は必要に応じて提出する。） 

（１） 関係行政機関協議申出書 

（２） 位置図：事業箇所、事業区域を明記すること。 

（３） 土地利用計画図：事業区域の境界、駐車施設の規模、事業区域内の車路及び幅

員、敷地に接する道路の位置及び幅員並びに敷地の高低差、周囲の公共施設と

の位置関係を明記すること。 

（４） 専有部分の床面積が 35㎡未満と 35㎡以上である住戸が混合する集合住宅を建

築する場合は、各戸数を明記すること。 

（５） 各階平面図：用途が複合する場合は、各室の用途及び規模（面積）を明記する

こと。 

＊（６） 立面図及び断面図：ピロティ－形式の建築物の場合、駐車部分及び車路部分の

梁下の高さを明記した図面を提出すること。 

＊（７） 機械式駐車場を設置する場合は、カタログの写し等、装置の仕様・寸法・国土

交通大臣等認定番号を確認できる図書を提出すること。 

また、駐車場法（昭和 32年法律第 106号）第 12条に基づく設置の届出の必要

な駐車場については、駐車場法施行令 15条の規定による認定書も提出すること。 

＊（８） 駐車需要を制限する学生寮・社員寮等の建築物の場合 

ア．駐車需要の制限に関する申出書兼誓約書（様式 1） 

イ．管理規約・賃貸契約書等の写し 

＊（９） 駐車附置の特例の場合 

ア．駐車附置の特例承認申請書（様式 2） 

イ．自動車駐車場の使用承諾書（様式 3） 

ウ．隔地駐車場の土地の登記簿及び公図 

エ．隔地駐車場に関する計画図（事業区域との距離を記した位置図、配置図） 

オ．※ 隔地駐車場の所有者と管理者が異なる場合 

土地所有者から駐車場の管理を委任されていることを証する書類（管理委託契

約書、駐車場の管理委任に係る届出書（様式４）等） 

＊（10） その他市長が必要と認めた図書（例：現況図・立面図・断面図等） 
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（その他） 

第５ 駐車場法第 12 条に基づく設置の届出の必要な駐車場については、この細則の規定の

ほか、駐車場法施行令第２章路外駐車場第１節構造及び設備の基準等を遵守し、機械

式駐車場を設置する場合は同令 15 条の規定により認定されたものでなければならな

い。     

２  大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）の適用対象となる建築物の駐車

場の整備台数は、同法による整備台数とこの細則による整備台数のうち、多い台数に

より整備するものとする。 

 

附 則 

この指針は、平成１４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この指針は、平成１７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この指針は、平成１８年４月１日から施行する。 

   附 則 

この指針は、平成２１年７月１日から施行する。 

附 則 

この指針は、平成２６年９月１日から施行する。 

  附 則 
この細則は、平成３０年１月１日から施行する。 

  附 則 
この細則は、平成３０年６月１日から施行する。 


